
  委 託 契 約 書（案） 
 
 

１ 委託名称  上本郷第１医師住宅解体工事に伴う家屋等事前調査業務委託 

２ 委託場所  松戸市上本郷３７９９番地先 

３ 契約金額  金               円也 

うち取引に係る消費税及び地方消費税の額（契約金額に１１０分の

１０を乗じて得た額）金         円也 

４ 履行期間  契約締結日の翌日から令和２年９月３０日まで 

５ 契約保証金 松戸市病院事業会計規定第 110条第 1項の規定により 

      契約金額の 10／100以上 

 

上記の委託業務について、委託者松戸市（以下「甲」という。）と受託者               

（以下「乙」という。）とは、合意に基づいて、松戸市病院

事業会計規程及び次の各条項によって委託契約を締結し、信義に従って誠実にこ

れを履行するものとする。 

この契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保

有する。 

 

令和２年  月  日 

 

委 託 者（甲） 住所 松戸市千駄堀９９３番地の１ 

 氏名  松戸市 

松戸市病院事業管理者 山浦 晶 

 

受 託 者（乙） 住所 

 氏名 

収入 

印紙 

Ｃ
Ｐ
３
１
１
１ 



（総則） 

第１条 甲及び乙は、頭書の委託業務（以下「業務」という。）の契約に関し、この契約書

に定めるもののほか、仕様書等に従いこれを履行しなければならない。 

２ 前項の仕様書等に明示されていないものについて疑義があるときは、甲乙協議して定め

るものとする。 

（監督職員・現場代理人等） 

第２条 甲は、この契約の履行について自己に代わって監督し、若しくは指示する監督職

員を定め、乙は、業務履行の管理をつかさどる現場代理人及び技術上の管理を行う主任技

術者を定め、それぞれに通知するものとする。 

（内訳明細書・工程表） 

第３条 乙は、契約締結後７日以内に仕様書等に基づいて、契約金内訳明細書及び工程表

を作成し、甲に提出しなければならない。 

（契約の保証） 

第４条 乙は、この契約の締結と同時に、次の各号の一に掲げる保証を付さなければならな

い。ただし、第４号の場合においては、履行保証保険契約の締結後、直ちにその保険証券

を甲に寄託しなければならない。 

(1) 契約保証金の納付 

(2) 契約保証金の納付に代わる担保となる有価証券等の提供 

(3) この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保証する銀行又は甲が確

実と認める金融機関の保証 

(4) この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約の締

結 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額は、契約金額の１００分の１

０以上としなければならない。 

３ 第１項の規定により、乙が同項第２号又は第３号に掲げる保証を付したときは、当該保

証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたものとし、同項第４号に掲げる保証を

付したときは、契約保証金の納付を免除する。 

４ 契約金額の変更があった場合には、保証の額が変更後の契約金額の１００分の１０に達

するまで、甲は、保証の額の増額を請求することができ、乙は、保証の額を減額すること

ができる。 
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（権利義務の譲渡等） 

第５条 乙は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、この限り

でない。 

（再委託等の禁止） 

第６条 乙は、業務の処理を第三者に委託し、又は請け負わせてはならない。ただし、

あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。 

（報告義務） 

第７条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対して業務の処理状況につき調査し、

又は報告を求めることができる。 

（契約の変更等） 

第８条 甲は、必要があると認めるときは、契約を解除し、若しくは履行を一時中止

し、又は契約内容を変更することができる。この場合において、履行期間又は契約

金額を変更する必要があるときは、甲乙協議して書面によりこれを定めるものとす

る。 

２ 前項の場合において、乙が損害を受けたときは、甲は、その損害を賠償しなけれ

ばならない。その賠償額は、甲乙協議して定めるものとする。 

（履行期限の延長） 

第９条 乙は、その責に帰さない理由により履行期間内に業務を完了することができ

ないときは、甲に対して遅滞なくその理由を明らかにした書面により履行期限の延

長を求めることができる。この場合における延長日数は、甲乙協議して定めるもの

とする。 

（損害のために必要を生じた経費） 

第１０条 業務の履行に関し発生した損害（第三者に及ぼした損害を含む。）のため

に必要を生じた経費は、乙が負担するものとする。ただし、その損害が甲の責に帰

すべき理由により生じたものについては、甲がこれを負担するものとし、その額は、

甲乙協議して定めるものとする。 

（検査及び引渡） 

第１１条 乙は、業務が完了したときは、遅滞なく業務完了報告書を甲に提出しなけ

ればならない。 

２ 甲は、前項の業務完了報告書を受理したときは、その日から１０日以内に成果品
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について検査を行わなければならない。 

３ 乙は、前項の検査に合格しないときは、遅滞なく補正を行い、再検査を受けなければな

らない。この場合は、前２項の規定を準用する。 

４ 乙は、検査合格の通知を受けたときは、遅滞なく当該成果品を甲に引き渡すものとする。 

（契約代金の支払） 

第１２条 乙は、前条第４項により引渡をしたときは、甲の指示する手続に従って契約代金

の支払を請求することができる。 

２ 甲は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して２５日以内に契約代

金を支払わなければならない。 

（履行遅滞における延滞違約金） 

第１３条 乙の責に帰すべき理由により、履行期間内に業務を完了することができない場合

において、履行期限経過後相当の期間内に完了する見込みがあると甲が認めたときは、甲

は、乙から延滞違約金を徴収して、履行期限を延長することができる。 

２ 前項の延滞違約金は、延滞日数に契約金額の１０００分の１を乗じて得た額（１円未満

の端数があるときは、その額を切り上げた額）とする。 

３ 前項の延滞日数には、検査、市の都合及びその他の事由によって経過した日数は算入し

ない。 

４ 甲は、当該延滞違約金を甲が乙に支払うべき金額から控除することができる。 

（契約の解除） 

第１４条 甲は、乙が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。 

(1) 乙の責に帰すべき理由により履行期間内又は履行期限経過後相当の期間内に業務を

完了する見込みがないと明らかに認められるとき。 

(2) 正当な理由なしに、業務に着手すべき時期を過ぎても業務に着手しないとき。 

(3) 前 2 号に掲げる場合のほか、契約に違反し、又は契約の締結及び履行について不正行

為を行ったとき。 

(4) 乙が次のいずれかに該当するとき 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が法人である場合にはその 

役員又はその支店若しくは常時契約を締結する事務所の代表者をいう。以下この号に 

おいて同じ。）が暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 

７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴 

力団員」という。）であると認められるとき。 
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ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力 

団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められ

るとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められるとき。 

２ 甲は、前項の規定により契約を解除したときは、業務の既済部分が可分なもので

ある場合は、検査のうえ、当該検査に合格した部分の引渡を受けることができるも

のとし、当該引渡を受けた既済部分に相応する金額を乙に支払わなければならない。

この場合における金額は、甲が定めるものとする。 

３ 第１項の規定により甲が契約を解除したときは、乙は、契約金額の１００分の１

０に相当する金額（１円未満の端数があるときは、その額を切り上げた額）を違約

金として、甲の指定する期限までに納付しなければならない。ただし、甲の受けた

損害がこの額を超えたときは、甲の全損害額を支払わなければならない。 

４ 前項の場合において、第４条の規定により契約保証金の納付又はこれに代わる担

保の提供が行われているときは、甲は、当該契約保証金又は担保をもって違約金に

充当することができる。 

５ 甲は、第３項に定める違約金又は損害金を第２項に定める甲の支払金額から控除

することができる。 

第１５条 甲は、前条第１項に規定する場合のほか、必要と認める場合には、契約を

解除することができる。 

２ 前条第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合に準用する。 

３ 第１項の規定により契約を解除した場合において、乙は、これによって損害を生

じたときは、その損害の賠償を甲に対して請求することができる。ただし、その賠

償額は、甲乙協議して定めるものとする。 

第１６条 前２条に規定するもののほか、甲は、乙がその責に帰さない理由により契

約の解除を申し出たときは、これを調査し、やむを得ないと認めたときは、契約
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を解除することができる。 

２ 第１４条第２項の規定は、前項の規定により契約を解除した場合に準用する。 

（かし担保） 

第１７条 甲は、第１１条第４項の引渡の日から 1 年間、乙に対して、成果品のかしの修補

又はかしの修補に代え若しくは修補とともに損害金の請求をすることができる。 

２ 甲は、乙が第１項のかしの修補をせず、又は不完全な修補をしたときは、乙の書面によ

る同意を得て、自ら修補を完成することができる。この場合の修補に要した費用は、乙の

負担とする。 

 （成果品の帰属） 

第１８条 成果品は、甲に帰属するものとし、甲は、成果品を自由に使用し、又はこれを使

用するに当たりその内容を変更することができるものとする。 

（秘密の保持等） 

第１９条 甲及び乙は、業務の処理上知り得た秘密を他人に漏らしてはならない。ただし、

あらかじめ、甲の書面による承諾を得た場合は、この限りでない。本契約の終了後も同

様とする。 

２ 乙は、成果品（業務の履行過程において得られた記録等を含む。）を他人に閲覧させ、複

写させ、又は譲渡してはならない。 

（個人情報） 

第２０条 乙は、次に掲げる法令等を遵守し、個人情報を適正に管理しなければならない。 

(1) 個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号） 

(2) 松戸市個人情報の保護に関する条例（昭和６３年松戸市条例第１０号） 

(3) 松戸市個人情報の保護に関する条例施行規則（平成元年松戸市規則第１７号） 

(4) 松戸市情報システム管理運営規則（平成１９年松戸市規則第６６号） 

(5) 松戸市情報セキュリティポリシー（平成１６年４月１日施行） 

（物価又は賃金の変動） 

第２１条 乙は、契約締結後、物価又は賃金の変動を理由として、契約の変更を求め、又は

契約を解除することができない。 

（談合等不正行為があった場合の解除権） 

第２２条 甲は、乙がこの契約に関して、次の各号のいずれかに該当したときは、契約を解

除することができる。 

 (1) 公正取引委員会が、乙に違反行為があったとして私的独占の禁止及び公正取引の確保
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に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第７条第１項 

   の規定による措置を命じ、当該命令が確定したとき、又は同法第７条の２第１項 

の規定による課徴金の納付を命じ、当該命令が確定したとき。 

   (2) 乙が公正取引委員会で乙に違反行為があったとして行った処分に対し、行政事件

訴訟法（昭和３７年法律第１３９号）第３条第１項の規定により当該処分の取消

しの訴えを提訴し、その訴えについて請求棄却又は却下の判決が確定したとき。 

    (3) 乙が（乙が法人の場合にあっては、その役員又はその使用人）が刑法（明治４０

年法律第４５号）第９６条の６又は同法第１９８条の規定に違反し、その刑が確

定したとき。 

 ２ 乙が協同組合及び共同企業体（以下「協同組合等」という。）である場合における

前項の規定については、その代表者又は構成員が同項各号のいずれかに該当した場

合に適用する。 

 ３ 前２項の規定によりこの契約が解除された場合においては、乙は、契約金額の１

０分の１に相当する額（１円未満の端数があるときは、その額を切り上げた額）を

違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。 

 第２３条 甲は、業務が完了するまでの間は、第２２条の規定によるほか、必要があ

るときは、この契約を解除することができる。 

     ２ 甲は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより乙に損害を及ぼしたとき

は、その損害を賠償しなければならない。 

      （談合等不正行為に係る賠償金の支払い） 

 第２４条 乙は、第２２条第１項各号のいずれかに該当するときは、甲が契約を解除 

するか否かにかかわらず、賠償金として、契約金額の１０分の２に該当する（１

円未満の端数があるときは、その額を切り上げた額）額を甲が指定する期限まで

に支払わなければならない。乙が契約を履行した後も同様とする。ただし、第２

２条第１項第１号又は第２号において、命令の対象となる行為が、独占禁止法第

２条第９項に基づく不公正な取引方法（昭和５７年６月１８日公正取引委員会告

示第１５号）第６項に規定する不当廉売である場合その他甲が特に必要と認める

場合は、この限りでない。 

    ２ 前項の規定にかかわらず、甲は、甲に生じた実際の損害額が同項に規定する賠償 

金の額を超える場合においては、乙に対しその超過分につき賠償を請求することが 

できる。 
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   ３ 前２項の場合において、乙が協同組合等であるときは、代表者又は構成員は、賠 

償金を連帯して甲に支払わなければならない。乙が既に協同組合等を解散している 

ときは、代表者であった者又は構成員であった者についても、同様とする。 

 （賠償金等の徴収） 

 第２５条 乙がこの契約に基づく賠償金、損害金又は違約金（以下「賠償金等」という。）

を甲の指定する期間内に支払わないときは、甲は当該賠償金等に甲の指定した期間を

経過した日から契約金額の支払いの日までの間において遅延日数１日につき契約締結

の日における遅延利息の率を乗じて計算した利息を付した額と、甲の支払うべき契約

金額とを相殺し、なお、賠償金等の額に不足が生じたときは当該不足額を追徴する。 

２ 前項の不足額を追徴する場合において、甲は当該不足額に契約金額の支払いの日か 

ら当該不足額の支払いをする日までの日数１日につき契約締結の日における遅延利息の 

率を乗じて計算した額の延滞金を徴収する。 

（契約外の事項） 

第２６条 この契約に定めのない事項又はこの契約について疑義が生じた事項については、 

必要に応じて、甲乙協議して定めるものとする。 
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